
　

(2)今後の方向性

地域集会施設は、地域コミュニティ活動の拠点施設であるため、引き続き補
助を行っていく必要がある。今後は、補助金の額や効果的な助成方法等に
ついて、検討を行っていく。

全自治会等へ送付する「申請の手引き」の内容で不明瞭だった部分を見直した。また、
以前は「申請書」「請求書」を同時に送付していたが、平成27年度は「請求書」を「決定
通知」に同封することで、申請手順を整理したことにより、申請者の申請書類への記入
ミスを減らすことができた。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

要綱改正を伴う大幅な内容変更（民有地の借地料への補助加算、民間の会
議室等を利用した費用に対する補助）の検討段階だったので、平成27年度
はおおむね前年と同様の方法で事業を行った。そのため、目標値未達成と
なった。（実際に平成28年度は、要綱改正後の新制度で事業を行う。）

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況
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理由
平成28年度より集会所用地や建物を借りている自治会について、その借料へ
の補助や、集会施設を所有していない自治会への会場利用料への補助を行
うこととしたことにより、今年度の実施状況を踏まえ、前年度同様とする。
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理由
地域コミュニティ活動の拠点として地域集会施設は必要であり、引き続き助成
を行っていく必要がある。事務の改善・効率化を図りながら、引き続き、事業を
実施していく。
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継続

集所用地や建物を借りている自治会について、その借料への補助や、集会施設を所
有していない自治会への会場利用料への補助を行う。
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成果指標 補助金交付団体割合

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています
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事業費合計

正規職員人件費

人）
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地域集会施設を管理・運営する自治会・町内会 平成
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各地域で展開されているコミュニティ活動の拠点である集会施設の維持を図るために、維持管理費の一部を補助するもの。また、全ての団体を補助金交付対象とし
地域のコミュニティ活動を推進するために、平成28年度から集会施設を所有しない自治会等が民間の会議室等を利用した際の費用も補助対象としている。

予算現額
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事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

「新たな地域コミュニティの構築」に向けた推進プラン

人と人とのふれあいが希薄になる中で、地域コミュニティ活動の活性化を図る観点から、地域のコミュニティ活動を担う自治会・町内会の果たす
役割が重要であるが、その活動の拠点となる地域集会施設にかかる経費負担が大きいため、維持管理費の補てんの要望を受け事業が開始さ
れた。

総合計画の体系 章 コミュニティ 地域コミュニティの支援
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事業の種別

地域コミュニティ節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

終了年度 年度

地域づくり推進課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 地域づくり支援

■ □ □
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法定受託＋附加

事業コード
地域集会施設維持管理費補助事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　
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所沢市地域集会施設維持管理費補助要綱

部課コード 050200 ℡ 2998-9083
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目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）
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の内訳となっています。
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④補助金の交付
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